
平成21年度文京区財務諸表の概要

Ⅲ バランスシート

◆バランスシートとは、決算時点において保有する資産の状況と、これに対応した
負債及び純資産の状況を対照表示するものである。
◆通常の官庁会計では把握しきれない、資産や負債の金額が明らかにされる。

平成１１年度以降、文京区独自のモデルにより財務諸表を作成し、公表し
てきたが、20年度決算から国の示す公会計モデル（総務省方式改訂モデル）
により財務諸表を作成することとした。

他団体との比較が可能な財務諸表を作成することで、より一層の説明責任
を果たすとともに、今後は、財務諸表の分析結果を予算編成に活用し、中長
期的に持続可能な財政運営の実現に取り組む。

本文 P．20 本文 P．25～

　連結バランスシートの概要 （単位：百万円）

資産の部 負債の部
１　公共資産 470,290 １　固定負債 32,873

有形固定資産 466,192 地方債 16,930
無形固定資産 14 退職手当等引当金 15,941
売却可能資産 4,083

２　投資等 32,335 ２　流動負債 5,913
投資及び出資金 602 翌年度償還予定地方債 2,975
貸付金 195 未払金 143
基金等 29,998 翌年度支払予定退職手当 1,745
長期延滞債権 1,778 賞与引当金 1,001
その他 2 その他 47
回収不能見込額 △ 241

３　流動資産 31,742
資金 30,480
未収金 1,452
その他 73
回収不能見込額 △ 264 　負債合計 38,786

純資産の部
４　繰延勘定 4 　純資産合計 495,586

　資産合計 534,372 　負債及び純資産合計 534,372

◆ 対象会計範囲
普通会計、公営事業会計、公営企業会計、第三セクター等、一部事務組合及び
広域連合

◆ 作成基準日
平成２２年３月３１日

◆ 固定資産の評価方法
土地は相続税路線価、建物・備品は取得価格、道路・橋りょうは決算統計数値
から算出している。

◆ 売却可能資産
現に公用・公共用に供していない公有財産を、売却可能額で計上している。

◆ 退職手当等引当金
年度末に、全職員が自己都合により普通退職したと想定した場合の要支給総額
を計上している。

◆ 回収不能見込額
過去５年間の収入未済額に対する不納欠損額の比率を、平成２１年度の収入未
済額に乗じて推計し、算出している。
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Ⅱ 基本的事項 本文 P．21

◎ 資産の部
◇ 有形固定資産は、４，６６2億円（うち文京区が保有する土地が3,４６8億円（74.4%））

である。なお、この土地評価額のうち2,500億円は、資産評価差額である。
◇ 売却可能資産は、7件で41億円である。
◇ 基金等は、特定目的基金と定額運用基金とを合わせて300億円である。

◇ 長期延滞債権（収入未済額のうち20年度以前のもの）は、18億円である。

◎ 負債の部

◇ 地方債残高（固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定地方債」の合計）は、
199億円である。

◇ 資産の部における流動資産の資金は、305億円となっていて、手元の資金が借金の額を
上回る状態であり、健全な財政状況であることを示している。

◇ 退職手当等負担額は、退職手当等引当金と翌年度支払予定額を合わせて177億円である。

職員数、平均年齢とも減少傾向のため、退職手当等負担も減少傾向にあるといえる。

Ⅰ 文京区の財務諸表



Ⅴ 純資産変動計算書

◎ 平成21年度の行政コスト
◇ 経常行政コストから受益者負担などで賄われた額を差し引いた純経常

行政コストは、70４億円である。

◎ 行政コストの性質別割合
◇ 人件費など人に係るコストは、199億円（19.8％）である。

◇ 物件費など物に係るコストは、183億円（18.2％）である。
◇ 社会保障給付など移転支出的なコストは、606億円（60.3％）ある。

◎ 行政コストの目的別割合

◇ 最も大きな割合を占めるのは、福祉で628億円（62.５％）である。

◆行政コスト計算書とは、地方自治体が1年間に行う人的なサービ
ス、給付サービス、資産の形成につながらない活動について、どの
ぐらいコストをかけたかを表すものである。

　連結純資産変動計算書の概要 （単位：百万円）

期首純資産残高 522,954

純経常行政コスト △ 70,383
一般財源 54,790
補助金等受入 26,091
臨時損益 △ 310
資産評価替えによる変動額 △ 37,607
その他 51

期末純資産残高 495,586

◎ 経常的収支（130億円）
この黒字幅が小さいときは、財政構造が
硬直化していることを示す。

◎ 公共資産整備収支（△46億円）
通常、公共資産整備収支は公共資産整備

に一般財源を投入した分だけマイナスと
なる。

◎ 投資・財務的収支（△70億円）
マイナスであることは、それだけ基金の

積立てや地方債の償還が行われたことを
示す。

　連結資金収支計算書の概要 （単位：百万円）

１　経常的収支 13,021
支出合計 95,270
収入合計 108,291

２　公共資産整備収支 △ 4,576
支出合計 8,019
収入合計 3,442

３　投資・財務的収支 △ 6,964
支出合計 7,709
収入合計 745

当年度資金増減額 1,480
期首資金残高 28,997
経費負担変更に伴う差額 3
期末資金残高 30,480
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　連結行政コスト計算書の概要

　経常行政コスト　A 100,449 100,449

≪性質別内訳≫ ≪目的別内訳≫

   １　人にかかるコスト 19,908 　1　生活インフラ・国土保全 5,873
　2　教育 8,834

   ２　物にかかるコスト 18,324 　3　福祉 62,805
　4　環境衛生 6,843

   ３　移転支出的なコスト 60,570 　5　産業振興 4,063
　6　消防 338

   ４　その他の行政コスト 1,645 　7　総務 9,766
　8　議会 512
　9　支払利息 507
 10　回収不能見込計上額 438
 11　その他 464

　経常収益　B 30,065 　経常収益　B 30,065

使用料・手数料  使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金  分担金・負担金・寄附金

　　　　　　　　など 　　　　　　　 　　  など

（差引）純経常行政コスト　A－B 70,383 （差引）純経常行政コスト　A－B 70,383

（単位：百万円）

Ⅳ 行政コスト計算書 本文 P．32～

◆純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産が１年間でどのように増減したかを
示すとともに、行政コスト計算書の純経常行政コストをどのような財源で賄っているの
かを示すものである。

◆資金収支計算書とは、一会計年度における現金の流れを示すものである。

Ⅵ 資金収支計算書 本文 P．38

◎ 期末の純資産残高は4,９５６億円
（27４億円減）

◇ 区税収入や国庫補助金等の増を反
映して、一般財源と補助金等受入の
合計額が純経常行政コストを105億

円上回った。

◇ 土地価額の下落などにより資産評

価替えによる変動額が△376億円と
なった。
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